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5018 5018070
三井住友海上火
災保険㈱ 7 弁護士法第72条の見直し

弁護士法第72条但書を改め、他の
法律の規定により認められる場合
にも、弁護士でない者の法律事務
の取扱を認める。他の法律の規定
によって行なわせることが適当で
ない法律事務（訴訟の代理など）
は弁護士法において明確化する

子会社業務の円滑な運用、子会社
の統合、事務量及び経費の合理化
が図れる。グループの組織再編、
合理化。

グループ経営の進む中で、親会社
やグループ内の一部の会社に法務
部門等を集約することが機能的に
も費用的にも合理的であるため、
グループ内の会社の法廷外法律事
務（法務関連業務等）を相互委託
できるようにしていただきたい。

弁護士法第72条
法務省
司法制度改革推
進本部

弁護士法は、同法が例外として別
に定める場合を除き、非弁護士の
法律事務の取扱を禁止している。
同様の規定は税理士法（第52
条）、弁理士法（第75条）にも置
かれているが、公認会計士法（第
47条の2）、司法書士法（第73条
第１項但書）、行政書士法（第19
条第1項但書）では、法律の規定
がある場合は例外としている。

5029 5029190
(社)日本損害保
険協会 19 弁護士法第72条の見直し

弁護士法第72条但書を改め、他の
法律の規定により認められる場合
にも、弁護士でない者の法律事務
の取扱を認める。他の法律の規定
によって行なわせることが適当で
ない法律事務（訴訟の代理など）
は弁護士法において明確化する。

子会社業務の円滑な運用、子会社
の統合、事務量及び経費の合理化
が図れる。グループの組織再編、
合理化に資する。

グループ経営の進む中で、親会社
やグループ内の一部の会社に法務
部門等を集約することが機能的に
も費用的にも合理的であるため、
グループ内の会社の法廷外法律事
務（法務関連業務等）を相互委託
できるようにしていただきたい。

弁護士法第72条
法務省
司法制度改革推
進本部

z3000010 弁護士法第72条の見直し 弁護士法第７２条

　弁護士法第７２条は、同法が例
外として定める場合を除いて、弁
護士でない者が報酬を得る目的で
法律事務の取扱いを業とすること
を禁止している。

①　弁護士法以外の法律において
同法第７２条の例外が定められて
いることを明確化する旨の弁護士
法第７２条ただし書の改正を含む
「司法制度改革のための裁判所法
等の一部を改正する法律」が第１
５６回国会で成立（平成１６年４
月１日に施行）。

②　親会社が子会社の法廷外法律
事務を無償で取り扱うことは現行
制度においても可能である。親会
社が子会社の法律事務を有償で業
として取り扱うことと弁護士法第
７２条の関係については、司法制
度改革審議会意見（平成１３年６
月１２日）及びこれにのっとって
作成された司法制度改革推進計画
（平成１４年３月１９日閣議決
定）を受け、司法制度改革推進本
部事務局(法曹制度検討会)・法務
省において検討しているところで
ある。
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